
防災における包括的連携に関する協定書 

 伊達市（以下「甲」という。）と株式会社福良梱包（以下「乙」という。）は、防災における包括的連

携に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

(目的) 

第１条 この協定は、伊達市内において災害が発生し、または発生するおそれがある場合に、市民の安心

安全の確保を理念とし迅速かつ円滑に物資を供給するとともに、災害対策その他必要な整備を図ること

を目的とする。 

 

(要請の方法) 

第２条 甲は、災害時に乙の協力が必要となった場合は、協力要請書（様式第１号）をもって乙に要請す

るものとする。ただし、緊急を要するときは口頭または電話等で要請し、事後速やかに当該要請書を提

出するものとする。 

 

(協力の実施) 

第３条 乙は、前条の要請を受けた場合、乙の業務に支障のない範囲において、速やかに甲に協力するも

のとする。 

 

(協力の範囲) 

第４条 乙が甲に協力する範囲は、次のとおりとする。 

  ① 乙が保有する商品の供給 

  ② 前号の商品の設置 

  ③ 前１号の商品の運搬及び回収 

２ 甲は、前項に定めのない協力についても、事前協議の上、乙に協力を要請することができる 

３ 乙は、前１項及び２項の定めについて、状況により困難な場合は甲乙協議の上行わないことができる。 

 

(物資の引渡し) 

第５条 物資の引渡し場所は甲が指定する。 

２ 甲は、引渡し場所に甲の職員又は甲の指定する者等を派遣し、物資の確認を行い受領するものとする。 

３ 乙は、物資の引渡しが終了した後、速やかに物資供給完了報告書（様式第２号）により甲に報告する

ものとする。 

(費用の負担) 

第６条 乙が甲に対する協力に要した商品、運搬及び設置の費用については、災害発生時の直前における

価格を基準として、甲乙協議の上決定するものとする。 

 

(費用の支払い) 

第７条 甲は前条の規定により決定された費用について、速やかに乙に支払うものとする。 

(相互連携) 

第８条 甲及び乙は、第１条の趣旨を踏まえ平時から相互に連携協力するものとする。 



 

(守秘義務) 

第９条 甲及び乙は、前条で知り得た情報を一切第三者に漏らしてはならない。ただし、事前に相手方か

ら書面による承認を得た場合はこの限りではない。 

２ 甲及び乙は、この協定が終了した後も、前項の定める秘密保持の責任を負うものとする。 

 

(連絡責任者) 

第 10 条 この協定の円滑な実施を図るため、協定締結後速やかに連絡責任者を決定し、連絡責任者等報

告書（様式第３号）により報告するものとし、当該連絡担当者等に変更があった場合は、遅滞なく連絡

するものとする。 

 

(協議) 

第 11 条 この協定に定めのない事項又は、この協定に関し疑義が生じたときは、甲乙協議して定めるも

のとする。 

 

(協定の期間) 

第 12 条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、有効期間満了の１箇月前ま

でに、甲乙いずれからも文書による協定解除の申し出がない場合は、更新されたものとし、その後にお

いても同様とする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有するものとする。 

 

 

令和２年11月18日 

 

 

甲 伊達市保原町字舟橋180番地 

  伊達市 

伊達市長    須田 博行 

    

 

乙 福島市庄野字一本柳１番地の14 

  株式会社福良梱包 

  代表取締役  佐藤 良一 


